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｢競争の導入による公共サービスの改革に関する法律｣に基づく｢H28-31 国営備北

丘陵公園運営維持管理業務民間競争入札｣に係る契約者の決定について 

 

 

 ｢競争の導入による公共サービスの改革に関する法律(平成 18 年法律第 51 号)｣に基づ

く民間競争入札を行った｢H28-31 国営備北丘陵公園運営維持管理業務｣（以下、「本業

務」という。）については、下記のとおり契約者を決定しました。 

 

１．契約の相手方の名称及び住所 

H28-31 国営備北丘陵公園運営維持管理業務グリーンウインズ共同体 

 代表者 株式会社グリーンウインズさとやま  代表取締役社長 藤光 有 

     広島県庄原市東本町一丁目８番１７号 

 構成員 廣島緑地建設株式会社  代表取締役 坂本 竜二 

     広島県広島市佐伯区五日市町大字皆賀３２９－２ 

 構成員 株式会社サンヒルズ庄原 代表取締役社長 長谷部 泰士 

     広島県庄原市新庄町２８１－１ 

 

２．契約金額 

  ２，０１０，０００，０００円（税抜） 

 

３．実施期間 

  平成 28 年 4 月 1 日～平成 32 年 1 月 31 日 

  

４．業務内容 

契約者が行う業務は、本業務全体のマネジメント及び企画立案業務、施設・設備

維持管理業務、植物管理業務、収益施設等管理運営業務の４業務である。 

 

５．業務の実施に当たり達成すべき質に関する事項 

本事項に関しては、｢H28-31 国営備北丘陵公園運営維持管理業務民間競争入札実

施要項｣（以下、「本実施要項」という。）における以下の記載のとおりである。 

 

 

 

1.3. サービスの質の設定 

本業務の実施にあたり、達成すべき包括的な質（本実施要項 1.3.1 参照）及び個別業

務の質（本実施要項 1.3.2 参照）は以下のとおりとする。 

 

1.3.1 包括的な質の設定 

本業務に関する包括的な質は本実施要項表 4 のとおりとする。 

表 4 包括的な質 

【平成２８年度～平成３０年度】 

基本的な方針 主要事項 達成すべき質 

本業務を通し

て、公園の理

念を多くの公

園利用者が実

感できるよう

な公園利用を

可能とする 

公園利用者数

の確保※1 

・本公園の年間及び四半期ごとの公園利用者数（平成 24 年度

～平成 26 年度の実績平均値以上【平成 24 年度～平成 26 年

度の実績平均値：年間 440,000 人、第 1 四半期 125,000

人、第 2 四半期 83,000 人、第 3 四半期 196,000 人、第 4 四

半期 36,000 人】） 

・ただし、別紙－12 に規定する「除外イベント」による公園

利用者数は当事項ではカウントしないものとする。 
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利用者満足度

の確保 

・年間及び四半期ごとの公園の運営に関する「非常に満足」

の 回答比率※2（平成 24 年度～平成 26 年度実績平均値以

上【平成 24 年度～平成 26 年度実績平均値：年間 54.1％、

第 1 四半期 57.0％、第 2 四半期 47.2％、第 3 四半期 44.4

％、第 4 四半期 59.8％】） 

公園特性を生

かした植物管

理 

・年間及び季節ごとの花の広場に関する「非常に満足」の回

答比率※3（平成 24 年度～平成 26 年度実績平均値以上【平

成 24 年度～平成 26 年度実績平均値：年間 47.0％、春季

52.6％、秋季 35.1％】） 

多様な利用プ

ログラムの提

供 

・公園全体及びそのうちひばの里で開催する利用プログラム

の開催回数、延べ参加人数※4 

公園全体（平成 24 年度～平成 26 年度実績平均値と同程度

以上【平成 24 年度～平成 26 年度実績平均値：年間開催回

数 1,111 回，延べ参加人数 57,000 人】） 

ひばの里（平成 24 年度～平成 26 年度実績平均値と同程度

以上【平成 24 年度～平成 26 年度実績平均値：年間開催回

数 796 回，延べ参加人数 18,000 人】） 

 情報受発信 

・マスコミによる報道件数※5（平成 24 年度～平成 26 年度の

実績平均値以上【平成 24 年度～平成 26 年度の実績平均値

：年間 282 件】） 

・ホームページの総アクセス件数（平成 24 年度～平成 26 年

度の実績平均値以上【平成 24 年度～平成 26 年度の実績平

均値：年間 438,000 件】） 

※１：公園利用者数の集計方法は別紙－12 による。なお、目標・計画値、実績値に除外イベントに

係る利用者数は含めない。 

※２：年間及び四半期毎の「公園の利用に関するアンケート調査」(別紙－13)のＱ８又はＱ８－１

「公園には満足されましたか」における「非常に満足」の回答比率。 

※３：年間及び四半期毎の「公園の利用に関するアンケート調査」(別紙－13)のＱ１２又はＱ１３

「花の広場の感想を教えて下さい」における「非常に満足」の回答比率。ただし、当該設問

は春季と秋季のみの設問である。 

※４：公園内で開催する利用プロラムとは、ひばの里で開催する利用プログラムを含む、公園内全

てで開催する、材料徴収型のイベントを含む事業者が実施する行催事である。ひばの里で開

催する利用プログラムとは、ひばの里のさとやま屋敷、各農家、各工房、神楽殿、さとやま

展示館等で開催する行催事であり、材料徴収型のイベントを含む事業者が実施する行催事の

回数、参加人数である。 

なお、展示、上演等参加人数が把握できないプログラムについては、開催回数のみをカウン

トし、参加人数は含めない。 

※５：マスコミ報道件数の目標とは、以下のそれぞれの件数と合計件数。 

委託費による有料広告等についてはカウントできないが、委託費によらない自主事業等によ

る有料広告等はカウントできるものとする。 

・テレビ（NHK・民放）・ラジオ（AM、FM）の放送件数で、１番組につき１カウントとする。 

・一般社団法人日本新聞協会加盟の新聞・販売や配布エリアが庄原市域を超える範囲の雑誌

・情報誌への紙面掲載件数で、新聞については１紙／回につき１カウントとし、雑誌・情

報誌については、１冊／回につき１カウントとする。但しホームページ等インターネット

記事掲載は除く。 

・持ち込みイベントの事前告知等の広報は対象外。 

・事件、事故等の報道件数は除く。 

 

 

【平成３１年度分（平成３１年４月から平成３１年１２月まで）】※１ 

基本的な方針 主要事項 達成すべき質 

本業務を通し

て、公園の理

念を多くの公

園利用者が実

感できるよう

な公園利用を

可能とする 

公 園 利 用 者 数

の確保※2 

・本公園の第１～第３四半期及び四半期ごとの公園利用者数

（平成 24 年度～平成 26 年度の実績平均値以上【平成 24 年

度～平成 26 年度の実績平均値：第１～第３四半期 404,000

人、第 1 四半期 125,000 人、第 2 四半期 83,000 人、第 3 四

半期 196,000 人】） 

・ただし、別紙－12 に規定する「除外イベント」による公園

利用者数は当事項ではカウントしないものとする。 
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利 用 者 満 足 度

の確保 

・第１～第３四半期及び四半期ごとの公園の運営に関する

「非常に満足」の回答比率※3（平成 24 年度～平成 26 年度

実績平均値以上【平成 24 年度～平成 26 年度実績平均値：

第１～第３四半期の平均 50.0％、第 1 四半期 57.0％、第 2

四半期 47.2％、第 3 四半期 44.4％） 

公 園 特 性 を 生

か し た 植 物 管

理 

・第１～第３四半期及び季節ごとの花の広場に関する「非常

に満足」の回答比率※4（平成 24 年度～平成 26 年度実績平

均値以上【平成 24 年度～平成 26 年度実績平均値：第１～

第３四半期 47.0％、春季 52.6％、秋季 35.1％） 

多 様 な 利 用 プ

ロ グ ラ ム の 提

供 

・公園全体及びそのうちひばの里で開催する利用プログラム

の開催回数、延べ参加人数※5 

公園全体（平成 24 年度～平成 26 年度実績平均値と同程度

以上【平成 24 年度～平成 26 年度実績平均値：第１四半期

～第３四半期までの回数 963 回，延べ参加人数 54,000

人】） 

ひばの里（平成 24 年度～平成 26 年度実績平均値と同程度

以上【平成 24 年度～平成 26 年度実績平均値：第１四半期

～第３四半期までの回数 680 回，延べ参加人数 16,000

人】） 

情報受発信 

・マスコミによる報道件数※6（平成 24 年度～平成 26 年度の

実績平均値以上【平成 24 年度～平成 26 年度の実績平均値

：第１四半期～第３四半期までの件数 235 件） 

・ホームページの総アクセス件数（平成 24 年度～平成 26 年

度の実績平均値以上【平成 24 年度～平成 26 年度の実績平

均値：第１四半期～第３四半期までの件数 388,000 件） 

※１：平成３２年１月は、達成すべき包括的な質は設定しない。平成３１年度の達成すべき包括的

な質は、第３四半期までの実施状況を確認するものとする。 

※２：公園利用者数の集計方法は別紙－12 による。なお、目標・計画値、実績値に除外イベントに

係る利用者数は含めない。 

※３：第１～第３四半期及び四半期毎の「公園の利用に関するアンケート調査」(別紙－13)のＱ８

－１「公園には満足されましたか」における「非常に満足」の回答比率。 

※４：第１～第３四半期及び四半期毎の「公園の利用に関するアンケート調査」(別紙－13)のＱ１

２「花の広場の感想を教えて下さい」における「非常に満足」の回答比率。ただし、当該設

問は春季と秋季のみの設問である。 

※５：公園内で開催する利用プロラムとは、ひばの里で開催する利用プログラムを含む、公園内全

てで開催する、材料徴収型のイベントを含む事業者が実施する行催事である。ひばの里で開

催する利用プログラムとは、ひばの里のさとやま屋敷、各農家、各工房、神楽殿、さとやま

展示館等で開催する行催事であり、材料徴収型のイベントを含む事業者が実施する行催事の

回数、参加人数である。 

なお、展示、上演等参加人数が把握できないプログラムについては、開催回数のみをカウン

トし、参加人数は含めない。 

※６：マスコミ報道件数の目標とは、以下のそれぞれの件数と合計件数。 

委託費による有料広告等についてはカウントできないが、委託費によらない自主事業等によ

る有料広告等はカウントできるものとする。 

・テレビ（NHK・民放）・ラジオ（AM、FM）の放送件数で、１番組につき１カウントとする。 

・一般社団法人日本新聞協会加盟の新聞・販売や配布エリアが庄原市域を超える範囲の雑誌

・情報誌への紙面掲載件数で、新聞については１紙／回につき１カウントとし、雑誌・情

報誌については、１冊／回につき１カウントとする。但しホームページ等インターネット

記事掲載は除く。 

・持ち込みイベントの事前告知等の広報は対象外。 

・事件、事故等の報道件数は除く。 

 

1.3.2 個別業務の質の設定 

次に示す個別業務の質を確保すること。なお、個別業務の質の最低水準は、別紙

－５「共通仕様書」及び別紙－６～８（「個別仕様書（企画立案）」等）による。 

ただし、個別業務の質の最低水準は、企画書（本実施要項 4.2.3 参照）において

改善提案を行うことができる。 
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個別業務の質の最低水準と異なる提案を行う場合は理由を示すこと。 

また、設計数量が変更となる提案をする場合は、当該工種と変更数量、変更が可

能な理由を示すこと。 

 

(1) 本業務全体のマネジメント及び企画立案業務 

1)マネジメント 

多岐にわたる業務について適切な目標を定め、総合的な調整のもと相互連携

を保ちつつ、実施の方法が決定され、さらに、これらの業務を総括し、適切な進

捗管理が行われていること。 

また、入園料の徴収、国庫への納入などを行うことその他本業務が円滑に行

われるための諸業務を実施すること。（詳細は、別紙－６「個別仕様書（企画立

案）」を参照のこと。） 

2) 企画運営管理 

公園利用者の満足度が高いレベルで保たれていることを目的とし、多種多様

な公園利用者のニーズを適切に把握したうえで、指定された業務内容を実施し、

公園利用者への適切な指導・サービス、利用促進のための行催事、公園ボランテ

ィアとの良好な連携に向けた支援・調整を行うとともに、常時適切な広報、情報

発信を行い認知度を向上すること。（詳細は、別紙－６「個別仕様書（企画立

案）」を参照のこと。） 

 

(2) 施設・設備維持管理業務 

1) 維持修繕・保守点検 

建物、園路広場、遊具、電気設備、汚水・排水施設等の性能が常時適切な状

態で保たれているとともに、公園利用者の安全が確保されていることを目的とし、

指定された業務内容を実施し、建物、園路広場、遊具等の機能及び劣化の状態を

調査するとともに、異常又は劣化がある場合は、必要に応じ対応措置が判断・実

行されていること。（詳細は、別紙－７「個別仕様書（施設・設備）」を参照の

こと。） 

2) 清掃 

快適な公園環境が保たれていることを目的とし、指定された業務内容を実施

し、施設内外の汚れを除去し、又は汚れを予防すること。（詳細は、別紙－７

「個別仕様書（施設・設備）」を参照のこと。） 

 

(3) 植物管理業務 

本公園の意義や役割、機能を踏まえた演出を目的とし、公園全体の利用状況、景

観、季節、及び生物の生育環境等に応じ、自生植物や園芸植物等の特性にあった年

間管理計画を作成し、植物が常に良好な状態にあること。（詳細は、別紙－８「個

別仕様書（植物）」を参照のこと。） 

 

(4) 収益施設等管理運営業務 

公園利用者へのサービス向上を目的とし、公園管理の包括的・統一的な管理のも

と、公園運営維持管理業務との連携調整を図りながら、公園利用者の利便性が高ま

り、安全・快適かつ清潔な環境が保たれていること。また、自主事業を行う場合は、

公園の利便性や魅力をより一層高めるよう適切に行うこと。（詳細は、別紙－９

「管理運営規定書」を参照のこと。） 
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６．事業者が、対象公共サービスを実施するに当たり、国の行政機関等の長等に対して

報告すべき事項、秘密を適正に取り扱うために必要な措置その他の対象公共サービス

の適正かつ確実な実施の確保のために契約により事業者が講ずべき措置に関する事項 

 

本事項に関しては、本実施要項における以下の記載のとおりである。 

 

8.1. 報告について 

8.1.1 業務計画書の協議と承諾 

別紙－５「共通仕様書」による。 

8.1.2 業務責任者及び業務の関係者 

別紙－５「共通仕様書」による。 

8.1.3 業務報告書 

別紙－５「共通仕様書」による。 

8.1.4 検査・監督体制 

事業者からの報告を受けるにあたり、調査職員の検査・監督体制は次のとおりと

する。 

(1) 調査職員 

① 総括調査員 

三次河川国道事務所長（予定） 

② 主任調査員 

三次河川国道事務所公園課長（予定） 

③ 調査員 

三次河川国道事務所公園課施設保全係長（予定） 

三次河川国道事務所公園課職員（予定） 

(2) 検査・監督体制 

a) 事業者は、各年度ごとの業務を完了したときは、遅延なく、当該年度の完了報

告書、精算報告書及び委託費経費内訳報告書、残存物件報告書（以下「完了報告

書等」という）に成果物を添えて、中国地方整備局に提出すること。 

b) 中国地方整備局は、事業者からの成果物、完了報告書等を受理したときは、そ

の日から 10 日以内に支出負担行為担当官中国地方整備局長が指定した職員によ

り検査を行うものとする。 

8.2. 調査への協力 

a) 調査職員は、事業者による業務の適正かつ確実な実施を確保する必要があると認

める時は、事業者に対し、当該管理業務の状況に関し必要な報告を求め、又は事業

者の事務所等に立ち入り、業務の実施状況又は帳簿、書類その他の物件を検査し、

若しくは関係者に質問することができる。 

b) 立ち入り検査をする調査職員は、検査等を行う際には、当該検査等が法第 26 条第

1 項に基づくものであることを事業者に明示するとともに、その身分を示す証明書

を携帯し、関係者に提示するものとする。 

 

8.3. 指示について 

中国地方整備局長は、事業者による業務の適切かつ確実な実施を確保するために必

要があると認めるときは、法第 27 条第１項に基づき、事業者に対し、必要な措置を

とるべきことを指示できるものとする。 
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8.4. 秘密の保持 

事業者は、本業務に関して調査職員が開示した情報等（公知の事実等を除く）及び

業務遂行過程で作成した提出物等に関する情報を漏洩してはならないものとし、その

ための必要な措置を講ずること。事業者（その者が法人である場合にあっては、その

役員）若しくはその職員その他本業務に従事していた者は業務上知り得た秘密を洩ら

し、又は盗用してはならない。これらの者が秘密を洩らし、又は盗用した場合には、

法第 54 条により罰則の適用がある。 

 

8.5. 個人情報の取り扱い 

別紙－５「共通仕様書」第８章による。 

 

8.6. 契約に基づき落札業者が講ずべき措置 

8.6.1 業務の開始及び中止 

a) 事業者は、締結された本契約に定められた業務開始日に、確実に本業務を開始

しなければならない。 

b) 事業者は、やむを得ない事由により、本業務を中止しようとするときは、予め

中国地方整備局の承諾を受けなければならない。 

 

8.6.2 公正な取り扱い 

a) 事業者は、本業務の実施にあたって、公園利用者を合理的な理由なく区別して

はならない。 

b) 事業者は、公園利用者の取り扱いについて、自らが行う他の事業における利用

の有無等により区別してはならない。 

 

8.6.3 金品等の授受の禁止 

事業者は、本業務において、金品等を受け取ること又は与えることをしてはなら

ない。ただし、収益施設等管理運営業務として行う場合など、中国地方整備局から

許可等を受けた業務を行う上で必要な場合を除く。 

 

8.6.4 法令の遵守 

事業者は、本業務を実施するにあたり適用を受ける関係法令等を遵守しなければ

ならない。 

 

8.6.5 安全衛生 

事業者は、本業務に従事する者の労働安全衛生に関する労務管理については、責

任者を定め、関係法令に従って行わなければならない。 

 

8.6.6 記録・帳簿書類等 

事業者は、実施年度毎に本業務に関して作成した記録や会計に関する帳簿書類を、

本業務を終了し、又は中止した日の属する年度の翌年度から起算して 5 年間保管し

なければならない。 

なお、行政機関の保有する情報の公開に関する法律の第 4 条に基づく行政文書の

開示請求がなされた場合、同法第 5 条に基づく不開示情報の確認を行った上で、第

6 条による部分開示や第 7 条による公益上の理由による裁量的開示を確認し、開示

方法を明らかにし、第 9 条に基づき事務処理上の困難その他正当な理由があるとき
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を除き、開示請求のあった日から 30 日以内に情報を開示する必要がある。そのた

め、開示請求の対象が事業者の保有する記録・帳簿書類等の場合、事業者は、情報

公開に速やかに対応しなければならない。 

 

8.6.7 権利の譲渡 

本業務の成果及び本業務の実施の過程において、派生的に生じた著作権、特許権

及び実用新案権等の無体財産権については、中国地方整備局が承継するものとする。

また、事業者は、原則として本契約に基づいて生じた権利の全部または一部を第三

者に譲渡してはならない。 

 

8.6.8 権利義務の帰属等 

本業務の実施が第三者の特許権、著作権その他の権利に抵触するときは、事業者

は、その責任において、必要な措置を講じなければならない。 

 

8.6.9 一般的損害 

本業務を行うにつき生じた損害（本実施要項９．に記載した損害を除く。）につ

いては、事業者がその費用を負担する。ただし、その損害のうち、中国地方整備局

の責に帰すべき事由により生じたものについては、中国地方整備局が負担する。 

 

8.6.10 再委託または下請負の取り扱い 

a) 事業者（共同体を含む。）は、本業務の実施に当たり、その全部を一括して再

委託してはならない。 

b) 事業者は、本業務の実施に当たり、その一部について再委託を行う場合は、原

則として予め企画書において、再委託に関する事項（再委託先の住所・名称、再

委託する業務の範囲、再委託または下請負を行うことの合理性及び必要性、再委

託先の業務履行能力並びに報告徴収その他業務管理の方法）について記載しなけ

ればならない。 

 

なお、本業務における主たる部分を再委託することはできない。本業務における

主たる部分は、次のとおりとする。 

 

・業務における総合的計画立案、業務遂行管理、入園料の収受及び納入、救急・

災害時の統括管理、各業務手法の決定及び本業務履行者としての最終的な意

思決定を行うための技術的判断等 

 

c) 事業者は、本契約締結後やむを得ない事情により再委託を行う場合には、再委

託に関する事項を明らかにしたうえで中国地方整備局の承諾を受けなければなら

ない。なお、再委託の内容を変更しようとするときも同様とする。 

d) 事業者は、上記 b)及び c)により再委託を行う場合には、事業者が中国地方整備

局に対して負う義務を適切に履行するため、再委託先の事業者に対し、本実施要

項 8.4.及び 8.6.に規定する事項その他の事項について必要な措置を講じさせる

とともに、再委託先から必要な報告を徴収することとする。 

e) 上記 b)から d)までに基づき、事業者が再委託先の事業者に業務を実施させる場

合は、すべて事業者の責任において行うものとし、再委託先の事業者の責めに帰

すべき事由については、事業者の責めに帰すべき事由とみなして、事業者が責任
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を負うものとする。 

 

8.6.11 契約解除 

中国地方整備局は、事業者が次のいずれかに該当するときは、契約を解除するこ

とができる。 

a) 法第 22 条第 1 項第 1 号イからチ又は同項第 2 号に該当するとき。 

b) 繰り返し法令違反を行ったとき。 

c) 暴力団員を業務を統括する者又は従業員として雇用していることが明らかに

なったとき。 

d) 暴力団又は暴力団関係者との社会的に非難されるべき関係を有していること

が明らかになったとき。 

 

8.6.12 契約解除時の取り扱い 

a) 上記 8.6.11 に該当し、契約を解除した場合には、中国地方整備局は事業者に対

し、当該解除の日までに当該サービスを契約に基づき実施した期間にかかる委託

費を支給する。 

b) この場合、事業者は、契約金額から上記 a)の委託費を控除した金額の 100 分の

10 に相当する金額を違約金として中国地方整備局の指定する期間に納付しなけ

ればならない。 

c) 中国地方整備局は、事業者が前項の規定による金額を中国地方整備局の指定す

る期日までに支払わないときは、その支払い期限の翌日から起算して支払いのあ

った日までの日数に応じて、年 100 分の 5 の割合で計算した金額を延滞金として

納付させることができる。 

d) 中国地方整備局は、契約の解除及び違約金の徴収をしてもなお損害賠償の請求

をすることができる。 

 

8.6.13 契約内容の変更 

中国地方整備局は、必要がある場合には、業務の内容を変更することができる。

この場合において委託費又は実施期間を変更する必要があるときは、中国地方整備

局及び事業者は協議し、書面によりこれを定めるものとする。 

 

8.6.14 契約の解釈 

本契約に関して疑義が生じた事項については、その都度、事業者と中国地方整備

局が協議するものとする。 

 

8.6.15 業務計画書の提出 

事業者は、契約締結日の 14 日前までに業務計画書を提出し、その内容について

中国地方整備局と協議の上、承諾を得なければならない。 

 

8.6.16 業務計画書の変更 

業務計画書を変更しようとするときは、変更後の業務計画書について中国地方整

備局と協議を行い、中国地方整備局の承諾を得なければならない。この場合、委託

費等の契約内容の変更の必要がある場合は、中国地方整備局と協議し書面にてこれ

を定めるものとする。 
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8.6.17 業務の引き継ぎへの対応 

契約が完了する場合、又は解除になる場合には、調査職員の立会の下、調査職員

が指示する者に対し、誠意を持って、円滑に業務の引き継ぎを行わなければならな

い。引継ぎにあたっては、共通仕様書３３条に規定する必要な資料の作成及び提出

を行い、必要な説明等を行うものとする。ただし、契約が引き続き締結され、当該

業務を継続する場合はこの限りではない。（業務の引継ぎに必要な資料の詳細は、

別紙－５「共通仕様書」を参照のこと。） 

 

8.6.18 業務評定について 

本業務においては中国地方整備局が、毎年度業務終了後に当該年度の業務評定

（以下、「単年度評価」という。）を実施するとともに、３年目の業務終了後に３

年間を通しての業務評定（以下、「３箇年評定」という。）を実施する。評定につ

いては事業者に通知し、中国地方整備局ホームページ等により公表するものとする。

（詳細は、別紙－３９「業務評定」を参照のこと。） 

なお、評定については、本公園の国営公園運営維持管理業務の次回入札時におけ

る評価事項の一つとし、単年度評価が２回以上「不可」の実績となり、かつ３箇年

評価が「不可」の場合、本公園の次回入札時において、5.1.表９評価項目及び得点

配分の加算点の合計得点から 15 点を減点する。 

 

 

７．事業者が対象公共サービスを実施するに当たり第三者に損害を与えた場合において、

その損害の賠償に関し契約により事業者が負うべき責任（国家賠償法の規定により国

の行政機関等が当該損害の賠償の責めに任ずる場合における求償に応ずる責任を含

む。）に関する事項 

 

本事項に関しては、本実施要項における以下の記載のとおりである。 

 

本契約を履行するにあたり、事業者又はその職員その他の当該公共サービスに従事

する者が、故意又は過失により、当該公共サービスの受益者等の第三者に損害を加え

た場合には、次に定めるところによる。 

 

a) 中国地方整備局が国家賠償法第１条第１項等に基づき当該第三者に対する賠償

を行ったときは、中国地方整備局は事業者に対し、当該第三者に支払った損害賠

償額（当該損害の発生について中国地方整備局の責めに帰すべき理由が存する場

合は、中国地方整備局が自ら賠償の責めに任ずべき金額を超える部分に限る。）

について求償することができる。 

b)事業者が民法第 709 条等に基づき当該第三者に対する賠償を行った場合であって、

当該損害の発生について中国地方整備局の責めに帰すべき理由が存するときは、

事業者は中国地方整備局に対し、当該第三者に支払った損害賠償額のうち自ら賠

償の責めに任ずべき金額を超える部分について求償することができる。 

 

 

８．契約者における当該公共サービスの実施体制及び実施方法の概要 

実施体制については、代表企業に本業務全体のマネジメント及び企画立案業務の業

務責任者（総括責任者）及び収益施設等管理運営業務の業務責任者、一構成企業に

施設・設備維持管理業務の業務責任者、一構成企業に植物管理業務の業務責任者を
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配置し、業務内容に応じた適切な体制で実施することとしている。 

実施方法については、国営備北丘陵公園の基本理念及び基本方針を踏まえ、周辺地

域の多様な主体と連携して、公園の持つ自然環境と四季折々に展開する花や緑の演

出の他、中国地方に伝わる歴史文化の保存・継承を行うためのプログラムを公園利

用者に提供することとしている。また、誰もが安全で快適に利用できる空間創りを

行うとともに、広域観光推進のため、周辺地域の魅力を積極的に発信することとし

ている。 

 

 

９.問い合わせ先 

国土交通省中国地方整備局 建政部 都市・住宅整備課 公園係 

電話 ０８２－２２１―９２３１（代表） 
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